
長距離曲線推進における推力管理システムの開発長距離曲線推進における推力管理システムの開発長距離曲線推進における推力管理システムの開発長距離曲線推進における推力管理システムの開発

大日本土木(株) 正会員 倉知 洋行

同 上 畑 一民

１．はじめに

最近の推進工事では、施工路線の長距離化，曲線化が進む傾向にある。長距離曲線推進では推進抵抗が高

くなるため、元押設備の増大や曲線部での局部的な応力集中への対策が必要である。すなわち推進管外周面

の摩擦力の動向や推進管断面内の応力分布状況を適確に把握し、滑材を適切に注入することによって推力の

低減を図ることが重要である。しかし、従来の推力検知方法は元押推力のみを対象とするものであり、推進

管の管列方向の推力の状況や摩擦応力が増大している危険箇所を把握できない。この摩擦応力亢進箇所を経

験や勘によって推測するため、滑材を過剰に注入せざるをえない状況となっている。

そこで、推進管に作用する推力や断面内応力を常時自動的に監視する推力管理システムの開発を進めてき

た。本稿は、同システムの概要と実地適用結果について報告するものである。

２．システム概要

本システムは、推進管列に作用する推力を管列方向

に適当な間隔で計測し、その情報をコンピュータに集

約することで推力の距離減衰状況や経時変化を常時把

握できるものである(図－１)。

管列方向の推力検知は、中押ジャッキ部の圧力検知

センサと管継手部の応力計測センサの２種類の計測器

を用いて行う。圧力検知センサは、中押ジャッキの油

圧回路に油封入用の弁と封入回路内の油圧を計測する

圧力計を設け、推進中の作用推力を算出するものであ

る(図－２)。応力計測センサは、板状の計測体を応力緩 図－１ 概要図

衝材で挟み込んだ３層構造体を推進管の継手部に設置す

るものであり、計測層材のひずみゲージ測定値より応力を算出する(図－３)。

これらの計測センサ情報をもとに、推力の距離減衰図(図－４)，推力推移図(図－５)，断面内応力分布図

(図－６)をリアルタイムで監視することによって、効率的な滑材注入が可能となる。

図－２ 圧力検知センサ 図－３ 応力計測センサ
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３．実地適用結果

表－１に実地適用工事の施工概要とシステム 表－１ 施工概要

の計測断面の概要をまとめる。滑材はシールド

テール部から常時可塑性滑材を、摩擦応力亢進

箇所に随時液性型潤滑材を注入する方式として

いる。

（１）推力の低減効果

図－４は工事Ⅰにおける滑材注入による推力

の低減状況を示したものである。 管目推No.69

進時では計測断面１のＡ地点での推力が先頭管

推力と元押推力を結んだ線に比べて高い値を示

している。一方、 管目推進時には計測断No.77

面１のＢ地点での推力が同線より下方にあり、

Ａ地点からＢ地点の間で高い摩擦応力が生じて

No.92 No.100いるものと判断できる。 管目から

管目推進中にＡ地点からＢ地点の間に連続的に

液性型潤滑材を注入したところ、 管目のNo.92

推進時には元押推力値が であったもの1668kN

が、 管目を推進する際には までNo.100 1421kN

減少した。同様の施工管理サイクルを繰り返す

1470 1960kNことによって 元押推力値はほぼ ～、

の間で推移し(図－５)、最終的には当初計画値

の20～30％となった。工事Ⅱについても同様に

大幅な推力の低減を達成できた。 図－４距離減衰図

（２）軸方向応力分布状況

図－６は応力計測センサによる管断面内の応力分布状況を表したものである。同図は工事Ⅰにおける右カ

ーブ通過時のものであり、中央から右側の応力が相対的に大きくなっていることがわかる。

図－５ 元押推力推移図 図－６ 断面内応力分布図

４．おわりに

推力管理システムから得られる情報にもとづいて滑材の注入を行った結果、計画推力に比べて大幅な低減

を実現することができた。今後はシステムの実地適用を通じて機能拡充に努めていく所存である。
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